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　この Windsor 判決の論理で注目すべきは、DOMA の正当性を判断するにあ
たり、まず州が婚姻を定義する意義について言及したことにある。Windsor 判
決では、州によっても干渉が許されない同性間の私的で合意に基づく性的親密

















































































































































































































Windsor 判決と Obergefell 判決の論理から示唆を得ようと試みた。Windsor 判決
の論理は、婚姻に関する州の権限であることを前提に、これを連邦法によって
制限することは違憲と判断した。Windsor 判決では、同性婚を容認した州の立
法裁量を尊重したが、同性婚に反対している州内の同性カップルの婚姻の問題
が未解決のままであった。
　しかし、Obergefell 判決では、同性婚を婚姻の権利の問題として捉え、同性
婚を禁止する州法を違憲とすることで、Windsor 判決で残された問題を解決し
た。Obergefell 判決が同性カップルの婚姻の権利として捉えることができたの
は、婚姻が基本的権利たりうる四つの原則と伝統を明らかにしたからである。
これにより、婚姻の権利に含まれる内容として同性婚を包括的に保護したので
ある。
　翻って、日本の場合、渋谷区パートナーシップ条例をはじめ、各自治体で同
性カップルの法的保護が現実味を帯びているが、パートナーシップ関係は婚姻
関係ではないという限界がある。そのため、同性婚を考えるあたり、婚姻を規
定する第24条の解釈が重要となる。しかし、近時の最高裁は、婚姻・家族のあ
り方をめぐる諸判例で諸外国のすう勢をも考慮した時代の変化による制度の修
正を強調するが、第24条の趣旨には言及するものの、文言上の具体的解釈にま
で踏み込んだ議論は展開されていない。学説でも、同性婚を解釈によって容認
する見解もあるが異性婚を前提とする通説的見解や現行の婚姻制度を克服する
までには至っておらず、未だ同性婚に対する統一的見解が提示されていない。
　こうした日本の現状は、第24条の文言上の解釈自体の相違というよりも、そ
の意義が日本の「家」制度の脱却のみにとらわれていたことに原因がありそう
である。これまで日本の判例・学説ともに、第24条の意義とは戦前の封建的な
「家」制度の反省をふまえて個人の尊厳と実質的平等に立脚する家族観の確立
にあるとの趣旨に留まり、何故、婚姻の自由が憲法上保障されるのかといった
積極的な議論がなされてこなかったように思える。
　しかし、日本国憲法制定70年が過ぎ、多様な価値観に基づく家族関係が見出
日本における同性婚容認の可能性 
される今日、これまであまり議論されてこなかった婚姻の憲法上の意義を改め
て考える時期に差しかかっているように思える。その意味で、アメリカにおい
て国論が二分される問題にもかかわらず、婚姻が基本的権利として保護されう
る四つの原則を導出して、同性婚を積極的に保護したObergefell判決の観点は、
日本の同性婚問題を考える上で有益な示唆となろう。
　もちろん、Obergefell 判決で提示された四つの原則が日本でもあてはめるか
どうかについては、さらなる慎重な検討を要することはいうまでもない。だ
が、日本において婚姻の意義に関する積極的な議論を進めることで、日本の
同性婚容認への新たな可能性が提示されることはもちろん、本当の意味での
「家」制度からの脱却が図れるのではないだろうか。
（本学非常勤講師）　
